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８． 状態別交通事故死者数・死傷者数 

状態別の交通事故死者数では、2008 年以降歩行中の死者数が自動車乗車中を上回って最も

多くなっており、2013 年では死者数全体の 36.2%（1,584 人）を占めている。その他はほぼ

横ばい又はやや減少の傾向が続いており、1993 年以降減少傾向が顕著であった自動車乗車中

の死者数も、2008 年以降は減少幅が小さくなっている。 
    死傷者数では、自動車乗車中が最も多く、次いで自転車乗用中が多くなっている。 
 

図表 ３-１５ 状態別交通事故死者数の推移 

 
 
資料）交通事故統計年報（ITARDA）による 

 
図表 ３-１６ 状態別交通事故死傷者数の推移 

 
 
資料）交通事故統計年報（ITARDA）による 
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９． シートベルト・チャイルドシート使用の有無別交通事故死者数 

1990 年代以降シートベルト非着用による交通事故死者数は大きく減少しているが、2008
年頃からは、ほぼ横ばいである。 
チャイルドシートについても、1990 年代半ばから不使用による交通事故死者数は減少傾向

であったが、2007 年以降は減少幅が小さくなっている。 
 

図表 ３-１７ シートベルト着用有無別交通事故死者数の推移 
（上段：運転席、中段：前席、下段：後席） 

 

 

 
資料）交通統計（ITARDA）による 
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図表 ３-１８ チャイルドシート使用有無別交通事故死者数の推移 

 
資料）交通統計（ITARDA）による 
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第２節 長期予測手法の検討 

１． 平成 21 年度調査における手法と課題 

    平成 21 年度調査（内閣府「道路交通安全の基本政策等に係る調査報告書」平成 22 年 3 月）

においては、道路交通事故件数や死者数の将来予測を行うためのモデルとして、①トレンドに

よる分析モデル、②年齢階層別人口の大きさに着目した分析モデル、③道路交通事故の構造的

要因に着目した分析モデルの 3 つの手法が検討された。以下にそれぞれのモデルの予測手法

と課題や留意事項を整理する。 
 

①トレンドによる分析モデル 

手法 「自動車走行キロあたりの道路交通事故死者数（交通事故件数）」のタイムトレ

ンドに着目した予測手法であり、前年までの傾向を、単純に後方に引き伸ばす

ことで予測を行う。 
課題・ 
留意事項 
 

経済要因、社会要因、政策要因の変化による影響が捨象された分析であること

から、直近のタイムトレンドが変化している場合や、今後、各要因について大

きな変化が想定される場合は、実績値との乖離が大きくなると考えられる。よ

って、パラメータを推計する期間の精査や、目標の検討時における予測結果の

位置付けについての検討が必要と考えられる。 
 

②年齢階層別人口の大きさに着目した分析モデル 

手法 特定の年齢階層の大きさが交通事故死者数や交通事故件数に影響を与えるとし

た論理に基づき、過去の交通事故死者数や交通事故件数の再現性（とりわけ交

通事故件数・死者数のピーク時の大きさの再現性）を重視した予測手法。 

課題・ 
留意事項 
 

近年では、多くの年齢階層で人口 10 万人あたりの交通事故死者数が減少傾向に

あることに加え、若年層の交通事故率が大きく減少し、中高齢層（特に女性）

の運転免許保有率が上昇するなど、年齢階層別の交通事故発生状況の傾向が変

化しつつあることから、最近の交通事故発生状況の傾向変化をより適切に反映

するためのモデルの改良が必要と考えられる。 

 
③道路交通事故の構造的要因に着目した分析モデル 

手法 今後の政策の方向性についてのインプリケーションを得ることを目的とし、上

記の 2 つの手法では説明しきれない経済的要因や技術的要因等、近年の道路交

通事故の変動に影響を及ぼしてきた諸要因を社会科学的見地から分析する手

法。 

課題・ 

留意事項 

 

分析によって道路交通事故の減少に資する一部の政策の方向性は示唆された

が、すべての政策について検証できたとは言い難く、また、特に今後の交通安

全対策上で重視されるターゲットとなるセグメント別の事故要因分析を行うた

めに必要なデータ整理や、個別モデルの検討を進めることが望ましいと考えら

れる。 
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２． 今回の調査検討における考え方 

平成 21 年度調査において最終的な予測結果として採用された「トレンドによる分析モデル」

及び「年齢階層人口の大きさに着目した分析モデル」については、今回の調査研究においても、

平成 25 年までの値を用いて時点修正を行い、次期計画期間の長期予測を行うための基礎資料

とする。 
加えて、１で整理した課題を踏まえ、「道路交通事故の構造的要因に着目した分析モデル」

については、平成 21 年度調査における重回帰分析を中心とした推計モデルをもとに、分析に

利用可能なデータや新たな分析モデルの検討を行う。 
また、人口 10 万人あたりの死者数・死傷者数の変化を反映するとともに、年齢階層別等の

セグメントに区分して事故件数や死傷者数を予測する手法として「世代ごとの事故率に着目し

た手法」を新たに検討し、4 手法の分析結果を考慮して、道路交通事故に対する長期予測結果

の結論を得ることとする。 
それぞれのモデルによる予測にあたっては、交通事故死者数・死傷者数が減少局面に入って

いる近年の傾向を踏まえ、予測に用いるデータの期間を設定する。 
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３． 道路交通事故死者数等の予測手法の検討 

（１） トレンドによる分析モデル 

１） 予測の考え方 

・「自動車走行キロあたりの道路交通事故死者数（交通事故件数）」のタイムトレンドに

着目した予測手法であり、前年までの傾向を、単純に後方に引き伸ばすことで予測を

行う。 
・死者・死傷者数が共に減少傾向に入った 2005 年以降のデータを対象に予測を行う。 

モデル式 ｌｎ（ｙ）＝ａ0＋ａ1ｘ 

ここに    ｙ：自動車走行キロあたりの道路交通事故死者数（交通事故件数） 

         ⅹ：西暦 

               ａ０：定数項（パラメータ）、ａ１：係数（パラメータ） 

  予測手順 

① 「自動車走行キロ 1億キロあたり交通事故死者数（交通事故件数）」の対数値を、西

暦年によって回帰する（単回帰分析）。 

② 自動車走行キロを対数タイムトレンドによって回帰する(単回帰分析)。 

③ 上記②で求めた回帰式に基づく自動車走行キロの将来推計を行う。 

④ 上記③で求めた自動車走行キロの将来推計と①で求めた「自動車走行キロ 1 億キロ

あたり交通事故死者数（交通事故件数）」から、交通事故死者数（交通事故件数）を

算出する。 

⑤ 死傷者数は、過去 10 年間、交通事故件数の 1.24 倍程度で推移していることから、

交通事故件数の予測値に死傷者・事故件数比率の平均値を乗じて将来予測値として

算出する。 
 

２） 予測手法の前提条件 

・データ実績期間における、交通安全対策の進展や、人口構成や道路交通状況などの変

化が、今後も同様に継続するものと仮定して予測する手法である。 
・但し、将来予測において、与件として具体の将来状況を設定する手法ではない。 
・自動車走行キロあたりの道路交通事故死者数（交通事故件数）のタイムトレンドが対

数曲線に回帰すると仮定している。 
   

３） 予測に際しての留意事項 

・将来における人口構成や道路交通状況、交通安全対策の実施状況が、現状の想定（過

去からの延長線上）から大きく変化すると、実績と予測が乖離する可能性を有する。  
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単位：人（件）/年 

死者数 2005～2013年 100.94 -0.050 0.918 3.005E-05 ―
事故件数 2005～2013年 86.80 -0.041 0.918 7.446E-06 ―
死傷者数 2005～2013年 ― ― ― ― 1.245

項目 推計期間 定数項 係数
自由度

修正済み
決定係数

F値

事故件数
に対する
死傷者数
の比率

走行キロ
タイム
トレンド

走行キロ
国交省
推計

走行キロ
タイム
トレンド

走行キロ
国交省
推計

走行キロ
タイム
トレンド

走行キロ
国交省
推計

走行キロ
タイム
トレンド

走行キロ
国交省
推計

死者数 4,373 4,184 4,377 3,211 3,382 2,892 3,050 2,230 2,360
事故件数 629,021 629,414 658,321 506,556 533,463 464,972 490,458 375,994 397,894
死傷者数 785,867 783,522 819,507 630,583 664,078 578,817 610,543 468,054 495,316

2020（H32）年の推計値 2025（H37）年の推計値

2013年の
実績値

2013（H25）年の推計値 2018（H30）年の推計値

項目

４） 予測結果 

2005 年から 2013 年の実績値を用いて、トレンド分析による将来予測を行った。 
なお、トレンド分析モデルでは、死者数（事故件数）を正規化するための将来自動車走

行キロの設定方法（①タイムトレンドにより推計する方法、②国土交通省将来推計値を用

いる方法）により、将来予測値に幅が生じる。 
予測結果では、2020（H32）年における道路交通事故死者数は約 2,900 人～3,100 人、

2025（H37）年における死者数は約 2,200～2,400 人と推計された。また、道路交通事故

死傷者数は 2020（H32）年では約 58～61 万人、2025（H37）年では約 47～50 万人と推

計された。 
 

図表 ３-１９ トレンド分析モデルによる予測結果 
 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

注）トレンド分析のうち、「タイムトレンド」による推計値は、西暦を説明変数とした単回帰モデルによる自動

車走行台キロの推計値を使用して算出した値、「国交省需要予測」による推計値は『道路の将来交通需要推

計に関する検討会報告書』（国土交通省）における自動車走行台キロの推計値を使用して算出した値 

    資料）死者数の実績値：交通統計（ITARDA） 

 
 
 
  


